
電気料金４億円削減が実現！
～私が創設させた電力統括課が機能し、成果を出すことに成功～
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会派室：尼崎市東七松町１－２３－１
民間の経営感覚で

市政に取り組みます！

「維新の会」は議会あり方検討委
員会に以下の案を提出しました！
1. 議員報酬削減⇒審議中
2.  議会基本条例⇒審議中
3. 附属機関への会議に 出席した
場合の無報酬化⇒否決されました。

≪平成28年10月号 この市政報告は、自費で作成しています≫

平成28年9月議会 ポイント
Ẋ 新規電力事業者からの購入 電力統括課設置 要望
Ẋ H28 約4億円 削減
Ẋ 4 平成28年9月議会 資産統括局長より答弁

これまで

●電力会社

市役所

● PSS

H28年度より

高圧施設15億円＋低圧施設5億円=

高圧施設11億円＋低圧施設5億円=
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H27年9月議会にて

私の要望が通り
電力統括課新設

電力自由化により、これまでより安いPSS
（新電力）から電気を購入すべき

そのため、電力統括課を設置し
市全体の電力費用を効率よく購入すべき

新設

４億円削減

※PSSとは（新電力）
ṕ

Ṗ
ṕPPS: Power Producer and Supplier)

H27 6

ẑ

【Ｈ28年度より高圧施設は、ほぼ100％新電力活用が可能に！】

【以前から高圧施設においては約30％は新電力を活用していた】

市全体の電気料金約

市全体の電気料金約
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36%

64%

公共施設耐震化率19.88％
～全国中核市中最低水準～

【 市 民 の 生 命 財 産 を 守 る の が 最 優 先 で あ る べ き ！ 】

平成28年9月議会 ポイント
Ẋ 171 34 耐震化率なんと19.88％！
Ẋ ！ ！
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学校施設を除く旧耐震基準の市有建築物における耐震化率

他の中核市に比べて
非常に未耐震化率が高い

・学校施設を除く旧耐震の１７１施設においての耐震化率19.88%となっている数字をどう考えるのか。
・他の中核市と比較しての水準の低さをどのように感じているのか。
・市民の生命を守ることが最優先と考えていると言いながら実態が伴わない原因は何か。
・今年、熊本において気象庁震度階級では最も大きい震度7を観測し、いつこの様な巨大地震が発生するか分からない
中、又、防災が重要と言っている政策と真逆の実態。公共施設が倒壊した場合誰が責任を負うのか。
・市民は、施設の耐震、未耐震をご存知か。先ずは、各施設の耐震、未耐震のディスクロージャー（情報公開）を行う
べきである。
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学校施設を除く
旧耐震基準の

《旧耐震基準の未耐震施設 137施設の一例》
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先ずは、市民の皆様に未耐震施設の情報公開を行うべきである！

平成28年9月議会 質問・答弁内容

・公共施設の耐震化を含めた取り組み状況につきましては、全国的な取り組みとの比較において、遅れはあるものの、財政
状況をはじめ様々な制約がある中、可能な限り取り組みを進めている。
・市民の生命を守ることが最優先と考えているが、財政状況をはじめとした様々な制約がある。
・国家賠償法第2条においては、公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったため、他人に損害が生じたときは、公共団体
は、これを賠償する責があるとされている。
・市民・利用者が各施設の耐震の状況についての理解の程度は、把握していない。耐震、未耐震の情報はホームページで
公表している。各施設にて未耐震の施設と公表する事は不安をあおるのでなじまない。

他の中核市 尼崎市

質問

答弁


